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「救急医療情報システムに関する運用状況についての研究」平成 24 年度報告書 
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研究要旨 
今回の調査では、全国の規範となる新たなシステム開発に向け、先進的な取り組みを行っ

ている地域の救急医療情報システムについて調査を行った。調査した自治体は佐賀県（健

康福祉部医務課）、愛知県（愛知救急医療情報センター）、岐阜県（岐阜中央救急医療情報

センター）、奈良県（地域医療連携課）、 広島県・市（健康福祉局、広島市消防局）そ

して北海道(北海道保健福祉部医療政策局医療薬務課・北海道健康づくり財団救急医療情報

案内センター)であり、それぞれのシステムの特徴、データ入力、データ参照、導入の効果

について調査し、検討した。 
佐賀県の「99 さがネット」は救急隊により実施された医療機関への搬送実績の入力データ

を i-Pad にてリスト形式にて共有するというシステムであり、救急搬送の発生場所、受け

入れ医療機関がリストおよび図にて確認できるというものである。愛知県、岐阜県におけ

る ETIS（Emergency Transportation Information Sharing System：ETIS、救急搬送情

報共有システム）は、医療機関の受け入れ可否情報の鮮度と精度を向上させることを目的

としたシステムであり、従来の医療機関の応需（受け入れ可否）情報に加え、救急隊が搬

送履歴を入力することにより、搬送先医療機関の繁忙状況を把握し、搬送選定の受け入れ

可否状況を推測することができる。奈良県では e-MATCH（emergency Medical Alliance for 
Total Coordination in Healthcare の略）を導入しており、搬送時において傷病者の症状に

あった医療機関の受け入れ体制の把握、搬送先の選定に活用することを目的としている。

県が行う救急医療管制支援システムにより、医療機関が予め登録した受け入れ可否情報を

踏まえて、携帯情報端末を用いて搬送先選定を行うこととなっている。広島県の救急搬送

支援システム「こまっ TEL」では、救急隊員の傷病者に関するボイスメッセージを事前登

録した救急医療機関の情報端末（フレッツフォン）に一斉に配信し、医療機関側では救急

隊の音声メッセージに対して受入の可否を情報端末に入力し、受入可との返信のあった医

療機関と救急隊が収容交渉を開始するという仕組みである。北海道システム構成と機能は、

愛知県とほぼ同様であり、救急車を要請せずに医療機関の受診を希望する市民を対象に、

専任の事務職員が問合せや医療機関のデータベース管理等の業務をおこなっている。 
今回調査した地域における救急医療情報システムでは、最終的には医療機関による受け入

れの効率化においてそれぞれに効果を確認していた。特にデータ参照によって医療機関の

繁忙状況が共有でき、救急隊による病院選択における有用性のみでなく、医療機関側から

も情報共有のメリットが示唆されていた。課題としては救急隊によるデータ入力に関わる

作業、医療機関側データの精度と鮮度、県域を越えた救急医療データや情報の共有、そし

てシステムの運用を管理する部門の整備などがあげられた。 
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A．研究目的 
救急医療体制整備および救急患者受け入れ

の円滑化を目的として都道府県では救急医

療情報システムを導入している。これまで、

医療機関情報の更新や救急隊による利活用

における困難などが指摘されてきた。ICT
を活用した救急隊・医療機関情報システム

を整備している地域もあれば、救急医療情

報システムの運用を停止している地域もあ

る。 
今回の調査では、全国の規範となる新たな

システム開発に向け、先進的な取り組みを

行っている地域の救急医療情報システムに

ついて調査を行うこととした。 
 
B．調査方法 
調査対象となった自治体のシステム整備責

任者からの情報収集（北海道は出向き調査）、

ホームページ情報、文献情報を参考とした。

調査した自治体は以下の通りである。 
 佐賀県（健康福祉部医務課） 

 

 愛知県（愛知救急医療情報センター） 
 岐阜県（岐阜中央救急医療情報センタ

ー） 
 奈良県（地域医療連携課） 
 広島県・市（健康福祉局、広島市消防

局） 
 北海道（北海道保健福祉部医療政策局

医療薬務課・北海道健康づくり財団救

急医療情報案内センター） 
それぞれのシステムの特徴、データ入力、

データ参照、導入の効果について調査し、

検討した。 
 
C．結果 
１）佐賀県：99 さがネット 

① 特徴：救急隊により実施された医療

機関への搬送実績の入力データを

i-Pad にてリスト形式にて共有す

るというシステムである。救急搬送

の発生場所、受け入れ医療機関がリ

ストおよび図にて確認できる 
（図１）。

 図１
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② データ入力：救急隊が医療機関へ搬

送し帰署後に傷病情報（年齢、性別、

入電時間、現着時刻、病院到着時刻

など）を入力する（図２）。医療機

関としては、傷病名、転帰情報など

を PC の Web 画面から搬送患者毎

に入力。情報更新のタイミングを朝

と晩の２回に限定している。

 

図２ 

 
 
 

③ データ参照：搬送実績情報の他、搬送実

績が統計情報、地図情報として利用可能

である。各病院の受入れ状況を全ての病

院と救急隊が情報共有できる（図３）。
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図３ 

④ 導入の効果：救急隊員による搬送実

績の入力率は 100％。救急隊として

は、受け入れ医療機関検索、受け入

れ状況、他の救急車の動向が確認で

きる。医療機関側として、他医療機

関の受け入れ状況が確認できる。平

均搬送時間の短縮（34.3 分→33.3
分）、救命センター搬送の分散化が

認められた。iPad を導入すること

により、操作性を確保。また、iPad
とクラウドを利用することで、従来

のシステム（過去に佐賀県で導入し

ていたシステム）では 6,700 万円か

かっていた運用費用を 2,100 万円

に切り詰めることに成功したとの

ことである。課題としては、病院の

業務量軽減（iPad の入力と予後調

査に対応しているため、現時点では、

業務量増）、転帰情報の消防への公

開（現時点では、行政・医師会・医

療機関のみ）、地域メディカルコン

トロール協議会に対するフィード

バックが上げられている。 
 
２）愛知県、岐阜県：ETIS（Emergency 
Transportation Information Sharing 
System：ETIS、救急搬送情報共有システ

ム） 
① 特徴：医療機関の受け入れ可否情報の

鮮度と精度を向上させることを目的と

したシステムである。従来の医療機関

の応需（受け入れ可否）情報に加え、

救急隊が搬送履歴を入力することによ

り、搬送先医療機関の繁忙状況を把握

し、搬送選定の受け入れ可否状況を推

測する（図４）。
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図４ 
 
② データ入力：医療機関は受け入れ状況

を、救急隊は搬送履歴（病院名、搬送

日時、受け入れ可否、事故種別、重症

度など）を ETIS へ入力する。 
③ データ参照：端末の GPS 機能により現

場から近い順、または、受け入れ可能

確立の高い病床数の多い順に選択され

て、病院名、搬送（対応、問い合わせ）

履歴、受け入れ可否状況が表示できる。

一斉受け入れ要請機能、搬送基準によ

る検索機能、輪番病院検索機能も新た

に導入された（図５）。

 

図５ 
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④ 導入の効果：2010 年 4 月に実証研究導

入されて以来、消防による救急医療情

報ネットワークの利用件数は 15 万件

を超える（愛知県）。各消防の管轄地域

内外における医療資源の過不足・偏在

に関するデータの抽出が可能となった。

ただし、最近 ETIS 利用件数が減少傾

向にある。理由としては、搬送先が早々

に決まる、基幹病院のデータ欠損があ

る、端末がスマートフォンであり見に

くいなどが上げられていた。 
 
３）奈良県：e-MATCH システム 
e-MATCH と は emergency Medical 

Alliance for Total Coordination in 
Healthcare の略である。救急搬送ルールの

策定へ向けたシステム整備の一環として開

発された。 
① 特徴：搬送時において傷病者の症状に

あった医療機関の受け入れ体制の把握、

搬送先の選定に活用することを目的で

ある。県が行う救急医療管制支援シス

テムにより、医療機関が予め登録した

受け入れ可否情報を踏まえて、携帯情

報端末を用いて搬送先選定を行う。ま

た、傷病者情報を共有し、データの蓄

積・分析を行う（図６）。

②  

図６ 
 
③ データ入力：医療機関の受け入れ情報

は県が毎日日勤帯に HP 上のデータベ

ースへ医療機関に対してアップデート

入力を依頼する。病名、処置、転帰情

報も医療機関が入力することとなって

いる。受け入れ可否情報は救急隊が入

力する（図７）。 
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図７ 

 
④ データ参照：主訴やバイタルにより、

現場から近い順に医療機関リストが提

示される。受け入れ可否情報、紹介理

由は全救急隊により閲覧。医療機関に

は導入されていない。 
⑤ 導入の効果：対応時応需割合（搬送患

者の照会時に、該当患者の疾患の対応

が可能であった医療機関）が 12％増加

した。医療機関への照会開始～搬送先

決定までに要した時間が 3 分以上要し

た搬送の割合が 4.7％減少した。現場で

の照会回数が 4 回以上の割合が 1％減

少している。ただし、救急隊による入

力項目が多く、加えて e-MATCH の入

力とは別に、救急活動記録票を作成す

ることによる業務量が増えている。ま

た、事後入力になっており、医療機関

からの応需情報も迅速な提供がなく、

提供データの新鮮さが課題である。ま

た、救急隊からは病院選定を優先でき

るシステムを望む声あるとのことであ

った。また、県域を越えた救急医療デ

ータや情報の共有を実現し、県をまた

いだ救急搬送の適正化の実証も求めら

れている。通信状態が悪い場合、効果

的な伝達ができないため、通信環境の

安定性とエリアの拡張が望まれる。救

急隊の観察記録の手間を省力化するた

め、救急車内の車載モニター機器と連

携し、病院前〜急性期医療機関におけ

るデータの一元化が課題である。 
 
４）広島県・市：救急搬送支援情報システ

ム・救急搬送支援システム「こまっ TEL」 
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受け入れ困難事例の解消を目的として導入

されたシステムとして地域医療再生計画の

一環として導入された（図８）。

 

 
図８ 
 
① 特徴：広島県でこれまで運用されてき

た「こまっ TEL」というシステムとス

マートフォンを活用した病院検索シス

テムを融合させたものである。「こまっ

TEL」では、救急隊員の傷病者に関す

るボイスメッセージを事前登録した救

急医療機関の情報端末（フレッツフォ

ン）に一斉に配信する。医療機関側で

は救急隊の音声メッセージに対して受

入の可否を情報端末に入力するだけで

よく、受入可との返信のあった医療機

関と救急隊が収容交渉を開始するとい

う仕組みである。 
② データ入力：救急搬送支援情報システ

ムでは救急隊が受け入れ交渉成立或い

は不成立の結果を病院交渉が終了しだ

い、その結果を速やかに入力する。ま

た、医療機関側からもその内容を閲覧、

更新することができる。 
③ データ参照：病院検索システムではス

マートフォンのメニュー画面から救急

医療機関の受け入れ状況が確認できる。

スマートフォンのメニュー画面にて、

地域、診療科、輪番の有無から医療機

関検索ができる。また、受け入れ実施

基準として傷病者の症候からも医療機

関検索ができる。検索表示された医療

機関は輪番中の医療機関がまず表示さ

れ、受け入れ可能は青、受け入れ不可

を赤で背景色を分けている。「こまっ

TEL」では、受け入れ可能な場合には、

○、△そして×を入力し、救急隊員が

確認。 
④ 導入の効果：「こまっ TEL」の使用状
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況は、導入した平成 19 年は 97 件であ

ったが、その後急激に利用件数は増加

し、平成 23 年には 500 件を超えた（図

９）。しかしながら、「こまっ TEL」に

より受け入れ交渉が成立した割合は導

入されて以後およそ 20％とほぼ横ば

い状態であり、受け入れ交渉成功率の

改善を図る必要がある。

 

 
図９ 救急搬送支援システム「こまっＴＥＬ」の使用状況 
 
５）北海道 
システム構成と機能は、愛知県とほぼ同様

であり、診療応需情報の更新頻度は 1 日 
2 回程度で、「リアルタイムな情報更新は、

常に正確な情報入力が必要とされ、医療機

関にとっては入力要員の確保が難しく、現

状では実現できていない。 
運営方法は愛知県と共通点が多く、救急車

を要請せずに医療機関の受診を希望する市

民を対象に、専任の事務職員 13 名で問合せ

や医療機関のデータベース管理等の業務を

おこなっている。 
 
D．考察 

今回調査した地域における救急医療情報シ

ステムでは、最終的には医療機関による受

け入れの効率化においてそれぞれに効果を

確認していた。特にデータ参照によって医

療機関の繁忙状況が共有でき、救急隊によ

る病院選択における有用性のみでなく、医

療機関側からも情報共有のメリットが示唆

されていた。 
従来の救急医療情報システムでは、医療機

関の応需情報は精度に欠くため、日常の救

急搬送において利用されていてないことが

指摘されてきた。医療機関の応需能力は多

くの要因に影響を受ける。医療機関として

は、仮に空床があったとしても、傷病者の
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年齢、性別、疾患、重症度や診療内容（処

置、手術、検査）などによって応需能力が

影響を受ける。また、応需能力に関する情

報の精度はこれらのデータの入力を行う人

材（医師、看護師、事務職員）にも依存す

る。更にその応需能力は変化しやすく、必

要な情報が更新されない状況が発生する。

こうした背景からデータの信頼性が失われ、

結果として救急搬送支援システムとしての

利用頻度が減っていったものと推測する。 
今回調査した救急医療情報システムにおけ

る共通点として、救急隊が交渉成立後或い

は医療機関搬送後に入力した受け入れ状況、

搬送歴情報などから医療機関の応需能力を

間接的に把握していることである。医療機

関の繁忙状況から類推するという手法は、

医療機関側からの情報提供では応需能力を

必ずしも反映しないという事実を物語って

いると言えよう。 
ただし、救急隊により入力された応需状況

のみでは実際の応需能力を反映していない

場合もある。例えば、当直医が独歩外来診

療や院内対応など行っている場合は救急隊

情報による繁忙状況からは把握できない。

一方、仮に搬送受け入れが立て続いて当該

医療機関が繁忙であると思われる状況でも

医療機関によっては救急搬送の受け入れを

承諾する場合もある。データの精度を上げ

るにはやはり医療機関側からの入力情報が

不可欠となる。このため、今回の調査では

行政側が日に 2 回ほど直接に医療機関に電

話連絡し、応需情報をアップデートすると

いった努力を行っている地域も見られた。 
課題としては救急隊によるデータ入力に関

わる作業がある。医療機関の応需状況につ

いては帰署後に実施することも可能である

が、傷病者の観察データ入力は業務活動中

に行う必要があり、隊員への業務過多も懸

念される。また、医療機関、消防庁提出デ

ータ等との重複入力が回避されておらず、

業務の簡素化・効率化に寄与していない可

能性もある。 
また、これらの救急医療情報システムは県

単位で導入されており、県境近辺の救急事

案などでは県域を越えた救急医療データや

情報の共有が必要となる場合がある。また、

中山間地など通信状態が悪い場合、効果的

な情報伝達ができないことも予測される。 
一方、受け入れ要請の一斉発信システムを

導入している地域では年々、その利用頻度

が増加しているが、本システムによる受け

入れ交渉成功率は 2 割程度と低迷している。

救急医療情報システムが既存の救急医療体

制の構造に依存しており、制約された医療

リソースの効率的利用にとどまらざるを得

ないという現実によるものであろう。 
医師・看護師不足や医療機関の偏在など救

急医療情報システムのみでは解決できない

ものであり、これらの根本的な課題解決と

同時並行しながら、より効果的な救急医療

情報システム整備を進める必要がある。 
また、過去の調査においても、システムの

運用を管理する部門が整備されている地域

においては、救急医療情報システムが活用

されており、先の運用管理部門の整備、機

能強化の重要性が認識された。 
E．新たな提案：広域災害・救急医療情報シ

ステム（EMIS）との表裏一体の運用 
救急医療情報システムの稼働率は地域によ

って大きく異なり、特に医療過疎地におい

ては、医療機関を選択する余地がない、医

療機関の応需情報に信憑性がない等の理由
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で、あまり使われていない。 
また災害時に使用するために全国一律の仕

様で整備されている広域災害・救急医療情

報システム（EMIS）は、使用目的が災害発

生時に限定しているため、定期的な訓練を

実施している機関を除き使用方法の周知が

不充分であり、災害発生時の稼働率が危惧

される。そこで方策として、システムの基

幹仕様を簡便なものに絞り込み、極力安価

なイニシャルコストを実現した上で、日常

の救急医療情報システムと表裏一体で運用

することにより双方の稼働率が向上すると

考える。 
来年度は、新しいツールとしてその有効性

が認識されているタブレット端末の導入を

想定したプロトタイプの概要を提案する。

都道府県ごとに共通化できる領域を抽出し、

EMIS と併せて全国の標準版とする。 
地域ごとの需要に応じた要望については、

個別整備領域とし、オプションとして付加

する。 
運用のイメージとしては、タブレット端末

等のタグを切替える事で、日常の救急医療

情報システムと災害発生時に使用する

EMIS とをより明確に統合運用することに

より、双方の稼働率の向上が期待できる。

具体的には、タブレット端末でキーボート

操作よりも簡便にシステムを操作可能とな

る。またタブレット端末は、他にもプロト

コールや搬送基準他、業務に係る文書の閲

覧等他の用途にも幅広く活用でき、且つ携

帯性にも優れている。 
この方策により、何時でも何処でも誰でも

利用可能なシステム運用に資すると考える。 
医療情報は地域や各々の時相に於いて異な

ると思われるが，まず全国での共通部分を

整備し、日常の救急医療情報も都道府県境

を意識せずに共有できるように改善するこ

とで、地域での日常的に必要とされる汎用

部分の分別が可能なシステムの提供を可能

にすることを目指すべきと考える。 
新しいツールを積極的に導入し、統合運用

することにより、EMIS も都道府県ごとに

運用されている救急医療情報システムも、

基幹システムとして、その担うべき役割を

より有効に果たすことが可能になる。 
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